
第２節 中国を始めとする新興国の成長率低下

 
本節では、中国経済の減速の要因と、中国経済減速や資源価格下落の中国以外の新興

国経済への影響を分析する。 
 
１．中国経済の減速 
 
中国の実質経済成長率は、世界金融危機後に急回復し、 年に ％を記録した

後、緩やかな低下を続けている。 年の成長率は ％（政府目標は７％程度）に低下

し、 年の目標は ～ ％とされている（第 図）。

企業部門では、生産の伸びの鈍化が続いており、過剰生産能力の問題を抱えた鉄鋼や

アルミニウム、石炭等の動きが弱くなっている。これが輸入や設備投資にも波及してい

る（第 図、第 図）。 
 

第 図 中国経済の成長目標と実績

第 図 中国の過剰生産業種の設備投資：製造業全体を下回って推移 
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第 図 産業別にみた中国の輸入： 年後半以降減少が続く

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中国政府は世界金融危機後の 年 月に４兆元（当時の為替レートで約 兆円、

GDP比 ％）の景気対策を決定した。その内容は、鉄道・道路・空港・電力等のインフ

ラ整備（１兆 億元）や地震被災地域の復興支援（１兆元）等からなる大型の投資

計画のほか、貸出総量規制撤廃等の金融面の措置を含むものであった。この対策を通じ、

中国の経済成長率は押し上げられ、世界経済の回復にも寄与した。

他方、インフラ整備等が進み投資効率の良いプロジェクトが減少する中、過剰生産能

力を抱えた業種では追加的な設備投資の増加が経済成長率を押し上げる効果は小さくな

ってきている。４兆元の景気対策以前から過剰生産能力の問題を抱えてきた鉄鋼、石炭、

鉄道・船舶・航空機製造等の産業では、過度な投資により過剰生産能力が一層拡大し、

足下では製造業の設備投資の伸びも大きく鈍化している（第 図）。持続可能な成長

の実現に向け、中国は、投資主導型から消費主導型の経済への移行を一層進めていくこ

とが重要となっている（コラム 、第２章）。

 

コラム ：急速に進む中国の消費の構造変化 

中国の消費は、実質の前年比でみて ％程度と堅調な伸びが続いている。そのうち、

成長が特に顕著な自動車市場、電子商取引及び国内観光に注目して、昨今の動きを紹

介する。

１．自動車市場

中国の 年の自動車（乗用車及び商用車）の販売台数（出荷ベース）は前年比

％増の 万台となり、７年連続の世界第１位となった。 年 月１日から

（前年比寄与度、％）

（期）

（年）

輸入額全体

鉱物性製品

電気機器・一般機械

その他

（備考） ．中国海関総署より作成。

．その他は、輸送用機器類、光学機器・精密機器、

卑金属類等。
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実施されている小型車減税（排気量 Ｌ以下のエンジン搭載車に対する車両購入税

率を ％から５％に引下げ）の効果で販売台数が伸びる中、最近人気の高い SUV
（スポーツ用多目的車）において減税対象となる小排気量タイプを数多くラインナッ

プしている中国自主ブランドの伸びが大きくなっている（図１）。中国の自動車業界

団体は 年の自動車販売台数を前年比 ％増と予測している。

年末の減税終了後は販売台数が一時的に減少することも予想されるが、中国の

自動車普及率を先進国と比較すると低水準にとどまっており（図２）、引き続き成長

の余地は大きいと考えられる。

２．電子商取引の成長

中国では投資から消費の動きが進む中で、消費の中でも電子商取引が著しく成長し

ている。電子商取引が小売に占める割合は 年に ％と、主要先進国を上回って

いる（図３）。電子商取引の規模は 年に既にアメリカを上回ったと推計されており、

成長率も高くなっている。

また、中国の日本、アメリカからの越境電子商取引の規模は 年で１兆 億円

（うち日本からの購入額は 億円、アメリカからの購入額は 億円）と推計

されており、 年までには２倍以上（２兆 億円）に拡大する見込みである（注１）。

電子商取引の急速な成長の背景にはインターネットの普及やインフラの整備があ

る。インターネット普及率は、都市部では 年の ％から 年には ％に、農

村部でも ％から ％に上昇した（注２）。また、従来中国では道路など流通インフ

ラの整備が遅れ、電子商取引で購入した商品の配送に制約があったが、近年道路や鉄

道、航空インフラの質が大幅に改善した（注３）。こうしたインフラ整備の進展に伴い、

小売店舗の進出が本格化していない農村部で電子商取引が普及したとの見方もある。

３．国内観光の伸び

中国では、 年ごろから国内観光の伸びが小売の伸びを上回って推移するなど、観

光が好調である。鉄道貨物輸送が 年に入ってから前年を下回って推移しているのに

対し、鉄道旅客輸送は同期間で前年比 ％前後の伸びで推移している（図４）。中間層

が増加し国内旅行に行く余裕のある世帯が増えていることが第一の要因と考えられる

が、物理的に鉄道等のインフラが整ってきていることも観光を後押ししていると考え

られる。

（前年比、％）

（月）
（年）

鉄道旅客輸送

鉄道貨物輸送

（備考） ．中国国家統計局より作成。

．３か月移動平均値。

図１ ブランド別乗用車販売台数 図２ 人口 人当たり自動車保有台数

（備考）中国汽車工業協会より作成。

図３ E­commerceの普及率 図４ 鉄道旅客輸送

（注１）経済産業省（ ）

（注２）China Internet Network Information Center (2015)

（注３）世界経済フォーラムの「世界競争力指数」の構成要素の１つであるインフラの整備状況でも、中国は

～ 年の第 位から、 ～ 年には第 位になった。

日本 ドイツ
アメリカ 韓国
フランス 中国自主ブランド

（期）

（年）

（前年比寄与度、％） 減税

（備考） ．中国電子商務研究センター、英国統計局、

（前年比、％）

小売総額（名目）
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電子商取引
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（年）

小売に占める電子商取引の割合（％）
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リカ
日本

（備考） ．中国電子商務研究中心、英国統計局、

アメリカ商務省センサス局、経済産業省

より作成。

．小売に占める割合は、中国は 年、その他

は 年１～３月期の値。

．日本、英国はカタログ販売等を含む無店舗

販売の割合。

（台）

中国

日本

（年）

アメリカ

（備考） ．中国交通運輸部、中国国家統計局、アメリカ

運輸省、アメリカ商務省センサス局、国土交通

省、総務省より作成。
．乗用車のほか、バス、貨物車等も含む。二輪車

は含まない。

．データ制約により、中国は 年～ 年、
アメリカは～ 年。
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２．新興国の成長率低下の要因 
 
多くの新興国経済では、中国経済の高成長と原油を始めとする資源価格の上昇局面で

中国向け輸出や資源輸出への依存度が高まった。 
主要新興国の中国向け輸出の割合を 年と 年で比較すると、多くの国で上昇し

ており、特にブラジル、マレーシア、南アフリカ等で大幅な伸びとなっている。また、

輸出に占める一次産品の割合についてもブラジル、ロシア、南アフリカ、マレーシアで

上昇した（第 図）。 
 

第 図 主要新興国の中国依存度・資源依存度：多くの国で上昇
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迷を受け、ロシア、ブラジル、ベネズエラでは 年以降相次いで実質経済成長率がマイ

ナスに転じ低迷を続けている（第 図）。また、各国の財政にも影響が及んでいる。

ロシアとサウジアラビアでは世界金融危機時に悪化したプライマリーバランスが危機後
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本的に改革するためには、資源関係の国有企業の改革や資源関連の収益に依存した税財

政制度の見直し等も重要な課題になると考えられる（コラム ）。 
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軍事関連輸出の禁止、石油、天然ガス、石油化学製品への投資の禁止、イランの金融機関の国際的取引からの締め
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（備考）IMF"World Economic Outlook Database April 2016"
より作成。 年は実績見込み。
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（年）
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（備考）各国統計より作成。
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ベネズエラ
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（期）

（年）

（前年同期比、％）

（備考）各国統計より作成。

ロシア

ブラジル
ベネズエラ

－  13 －



コラム サウジアラビアの構造改革への取組

１．ビジョン

サウジアラビアは、GDPの約 ％、輸出の約 ％、国家歳入の約 ％を石油に依存

している。原油価格の低迷により、名目経済成長率の大幅な低下（ 年：▲ ％、

年：▲ ％）が続く見込みとなっている（注１）。

こうした中、政府は、 年４月、今後 年間で同国が目指す姿を示す経済構造改革

構想「ビジョン 」を発表した。同ビジョンは、「活力ある社会」、「繁栄する経済」、

「野心的な国家」という３つのテーマの下、 年までの国家の運営方針と具体的な

達成目標を示している（表）。

表 「ビジョン 」による 年までの目標（抜粋）

同ビジョンは、石油依存型経済から脱却し、産業の多様化と雇用の創出を図ること

を目標としている。そのため、石油以外の歳入の増加（ 億リヤル→１兆リヤル

（約 億ドル））、非石油輸出品の輸出割合の向上（ ％→ ％）、民間部門のGDP
に占める割合の上昇（ ％→ ％）、中小企業のGDPに占める割合の上昇（ ％→

％）、失業率の低下（ ％→ ％）等の具体的な目標を掲げている。また、国営

（備考）"VISION 2030, KINGDOM OF SAUDI ARABIA"より作成。

テーマ サブ・テーマ 目標

活力ある社会 本源の強化 ウムラ（小巡礼）訪問者を年間800万人から3,000万人に増やす。

A VIBRANT SOCIETY STRONG ROOTS UNESCOの世界遺産登録数を２倍以上にする。

生活の質の向上 ３都市を世界の都市トップ100にランクインさせる。

FULFILLING LIVES 文化・娯楽関連への家計支出をを2.9％から６％に上げる。

最低週に１回運動する人の割合を13％から40％に上げる。

強固な基盤 社会関係資本指数（人間や社会のつながり度合いを示す指数）26位から10位となる。

STRONG FOUNDATIONS 平均寿命を74歳から80歳に延ばす。

繁栄する経済 教育・雇用の機会創出 失業率を11.6％から7％に下げる。

A THRIVING ECONOMY GDPに対する中小企業の寄与を20％から35％に上げる。

労働力に占める女性の割合を22％から30％に上げる。

長期的視点の投資 世界第19位から第15位へさらに上位の経済規模の国家となる。

石油・ガス部門のサウジ資本化率を40％から75％に上げる。

公的投資基金（PIF）の資産を6,000億から７兆リヤール（約1.9兆ドル）に増やす。

オープンなビジネス環境 国際競争力指数（GCI）において25位から10位以内になる。

OPEN FOR BUSINESS 外国直接投資／GDP比率を3.8％から5.7％に上げる。

GDPに対する民間部門の寄与を40％から65％に上げる。

地理的位置づけの活用 物流効率指数（LPI）で49位から25位となり地域のリーダーとなる。

LEVERAGING
ITS UNIQUE POSITION GDP（石油除く）における非石油製品輸出の割合を16％から50％に上げる。

野心的な国家 効果的な統治 石油以外の歳入を1,630億から１兆リヤール（約2,700億ドル）に増やす。

A AMBITIOUS NATION EFFECTIVELY GOVERNED 世界ガバナンス指標（WGI）で80位から20位になる。

電子政府指数（EGDI）で36位から５位以内に入る。

責任ある国民・国家 家計貯蓄率（対家計所得）を６％から10％に上げる。

RESPONSIBLY ENABLED GDPに占める非営利部門の寄与を１％未満から５％に上げる。

年間100万人のボランティアが非営利部門で従事する（現状1.1万人）

INVESTING
FOR THE LONG­TERM

REWARDING
OPPORTUNITIES

 
一方、人口動態の変化は、先進国のみならず、新興国の成長制約要因にもなりつつあ

る。例えば、東アジアの新興国の経済成長率を寄与度分解すると、 年代後半の労働投

入の寄与度と比べて、 年代以降は労働投入の寄与度が低下傾向にある（ 年： ％、

年： ％、 年： ％）（第 図）。IMF (2015)は、高齢化の進展に伴う労働参

加率の低下が雇用の伸びに与えるマイナス寄与が、新興国でも 年以降顕著になると

指摘している 。 
 

第 図 東アジア新興国の高齢化と経済成長：労働の寄与が低下

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

3  IMF (2015) 

石油会社アラムコを新規上場させ、この資金をヘルスケア、再生可能エネルギー、観

光・レジャーといった将来性のある分野へ投資することも検討されている。

２．ビジョンの実効性

年６月、政府は、 年までに達成すべき の戦略的な目標、目標の達成度を

測定するための の指標及び数値目標を定めた「国家変革プログラム 」（注２）

を発表した。具体的には、非石油収入を 億リヤル（約 億ドル）から

億リヤル（約 億ドル）に増やす、民間部門で 万人の雇用を創出するなどが

掲げられている。これらの目標等の実現に向け、今後具体的な施策の立案と実行が

求められる。

（注１）IMF (2016)

（注２）“The National Transformation Program 2020” 

（備考）Asian Productivity Organization より作成。

（前年比寄与度、％）

（年）

資本

労働

TFP

実質経済成長率

－  14 －
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